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はじめに

　後期高齢者医療制度は、原則として７５歳以上の方を対象とする医療制度で、高齢者

と現役世代の負担の明確化等を図る観点から、それまでの老人医療制度に代わって、新

たな医療制度として平成２０年４月から開始されました。
　運営主体（保険者）は、東京都の全区市町村が加入する「東京都後期高齢者医療広域

連合」であり、保険料の決定・資格の認定や医療給付の審査支払等を担当し、区市町村

は、保険料の徴収、資格の取得・喪失等を行っています。
　制度発足から１６年が経過し、少子高齢化が急速に進むなど、制度を取り巻く環境は
変化しており、この制度を将来にわたり持続可能にするため、国では医療制度等の改革
についての検討が重ねられています。
　今後も被保険者数の増加に伴う医療給付費のさらなる拡大が見込まれることから、医

療給付費の増加への適切な対応が求められます。
　東京都後期高齢者医療広域連合においては、令和５年度に「高齢者保健事業実施計画

（データヘルス計画）」が改定され、令和６年４月から３年間を計画期間とする第４期

「高齢者保健事業実施計画（データヘルス計画）」が始まりました。本計画は、被保険

者数や医療費の将来を見据え、効果的な高齢者保健事業等を高齢者の特性を踏まえた

データ分析に基づき推進することで、健康寿命の延伸に取組み、住み慣れた地域で高齢

者が安⼼して暮らせる地域社会を支える一助となるために策定されています。
　また、令和５年６月に公布された「行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律」により、令和６年１２月２日をもっ

て被保険者証は廃止され、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けての取組が

進められることとなります。
　当区といたしましては、高齢者の方々の保健福祉の増進を図り、安心して医療サービ

スを受けることができるように、今後も、国の動きを注視しながら東京都後期高齢者医

療広域連合と連携して、後期高齢者医療制度の円滑かつ適切な運営に努めてまいります

ので、皆様のご理解とご協力をお願いいたします。
　ここに令和５年度の事業実績を取りまとめましたのでご高覧いただければ幸いです。
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根拠法規：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

※

後期高齢者医療費の財源構成

１　後期高齢者医療制度
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（１） 制度の概要

　平成18年６月21日に公布された「健康保険法等の一部を改正する法律」により、「老人保健

法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面改正され、平成20年４月１日から、75歳以

上の方などを加入者とする後期高齢者医療制度が始まった。

　① 運営主体

資格管理

　③ 費用負担（財源構成）

保険料の賦課

被保険者証などの引渡し

　東京都内62全ての区市町村が加入する東京都後期高齢者医療広域連合（平成19年３月１日

設立）が保険者となって運営する。

保険料の徴収

高齢者の医療の確保に関する法律により、区市町村は後期高齢者医療の事務を処理する

ため、都道府県の区域ごとに当該区域内の全ての区市町村が加入する「後期高齢者医療

広域連合」（以下「広域連合」という。）を設けることが定められている。広域連合

は、地方自治法に基づく特別地方公共団体であり、独自の首長と議会を有する。

　② 広域連合と区市町村の役割分担

保健事業

広域連合の役割

　後期高齢者医療制度は、広域連合と区が役割を分担して運営している。区は主に保険料の

徴収事務及び各種申請・届出の受付・相談等、被保険者の便宜に寄与する事務を担当してい

る。

　なお、保健事業の健康診査及び葬祭費の支給を広域連合から受託し実施している。

区市町村の役割
各種申請・届出の受付、相談

10%

制度・財政運営

各保険者からの支援金
（後期高齢者支援金）

保険料

　公費の内訳は、国：都道府県：区市町村＝４：１：１

　後期高齢者医療被保険者からの保険料（約１割）、後期高齢者支援金（約４割）、公費
（約５割）

公　費

国
4/6

都
1/6

区
1/6
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表１－１　後期高齢者医療制度　被保険者数の推移

表１－２　後期高齢者医療制度　目黒区における被保険者数の推移

３年度
４年度
５年度

11.23 ５ 31,428 2.60 40 -4.76 31,468 2.59 280,126 0.31 

３ 29,619 1.60 42 -4.55 

２ 29,152

29,661

被保険者 (%) 被保険者 (%) 計

-9.43 

3.42 42 0.00 30,675

人口比

1.59 278,415 -0.95 10.65 

(%) (%) (%)

前年度比 被保険者数 前年度比

0.23 44 -0.54 10.39 -8.33 29,196 0.22 281,093

※  各年度とも３月３１日現在。ただし目黒区人口は各年度の翌年度４月１日現在。

　75歳以上の方と、65歳以上75歳未満で一定の障害（おおむね身体障害者手帳３級以上）が

あり後期高齢者医療広域連合の認定（障害認定）を受けた方を、被保険者とする。
　被保険者資格の取得日は、75歳の誕生日（障害認定の方は認定を受けた日）である。

元 29,084 1.44 48 29,132 1.42 0.85 10.31 282,628

3.42 279,251 0.30 10.98 

前年度比
年度

75歳以上 前年度比 障害認定 目黒区人口

４ 30,633

　④ 対象者（後期高齢者医療制度の被保険者）
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250,000

300,000

350,000

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

目黒区人口（74歳以下）

被保険者数

（人）

10.31% 10.39% 10.65% 10.98% 11.23%

89.69% 89.61% 89.35% 89.02% 88.77%

29,132

253,496

282,628

251,897

29,196

281,093 278,415 279,251 280,126

248,754

29,661

248,576

30,675

248,658

31,468
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○被用者保険の被扶養者であった方の軽減

表２－１　令和５年度 被用者保険の被扶養者であった方の軽減の状況

※ 令和5年度均等割額軽減基準に該当し、５割軽減より高いものを除く。

（２）後期高齢者医療保険料

　後期高齢者医療制度においては、医療費総額の約１割を保険料で賄うこととしており、広域連合が被
保険者個人ごとに賦課し、区市町村が徴収を行う。

① 保険料の算定方法

　後期高齢者医療の保険料は、均等割額と所得割額の合計額からなり、前年の所得をもとに計算され
る。また、保険料は個人単位で算定され、所得の高い方には限度額が、所得の低い方には軽減措置が
設けられている。また、均等割額及び所得割率は２年ごとに見直される。

 東京都の保険料（令和４・５年度）

年間保険料（限度額６６万円）＝ 均等割額 ＋ 所得割額

※ 広域連合保険料総括表（令和6年6月2日作成）による。

　均等割額　　４６，４００円
　所得割額　　賦課のもととなる所得金額（※）× ９．４９％

　※ 賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額および山林所得金額ならびに株式・長期（短
    期）譲渡所得金額等の合計から地方税法に定める基礎控除額（合計所得金額が2,400万円以下の場
    合は43万円）を控除した額（雑損失の繰越控除額は控除しない）。

② 保険料の軽減制度

　後期高齢者医療制度加入の前日まで会社の健康保険など（国保・国保組合は除く）の被扶養者
だった方は、均等割額が５割軽減（加入から２年を経過する月まで）となり、所得割額は賦課され
ない。なお、低所得による均等割額の軽減（P4令和5年度均等割額軽減基準）に該当する場合は、
軽減割合の高い方が優先される。

3,410,400 

軽減人数

軽減額

令和５年度

147 

被保険者
１人当たり

４６,４００円

賦課のもととなる
所得金額

×
東京都の所得割率

９．４９％
（限度額６６万円）

令和２・３年度
８．７２％

令和２・３年度
４４，１００円

令和２・３年度
限度額６４万円
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○所得が低い方の軽減

令和５年度均等割額軽減基準

  に１５万円（高齢者特別控除額）を差し引いた額で判定する。

  時点の世帯状況により行う。

  は６０万円、６５歳以上の方は１２５万円を超える」または「給与収入が５５万円を超える」฀  

  被保険者および世帯主の合計人数となる。合計人数が２人以上の場合に適用する。

表２－２　令和５年度 保険料均等割額の軽減の状況

令和５年度所得割額軽減基準

表２－３　令和５年度 保険料所得割額の軽減の状況

※年金または給与所得者の合計数とは、同じ世帯にいる「公的年金等収入が６５歳未満の方

７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

１５万円以下 ５０％
２０万円以下 ２５％

※ 広域連合保険料総括表（令和6年6月2日作成）による。

※ 被用者保険の被扶養者であった方でも、５割軽減より高いものを含む。

（イ）所得割額の軽減（東京都後期高齢者医療広域連合が独自に実施する軽減）

軽減人数 10,357 2,285

（ア）均等割額の軽減

　同じ世帯の後期高齢者医療制度の被保険者全員と世帯主の「総所得金額等を合計した額」をもと
に、均等割額が軽減される。

※６５歳以上（令和５年１月１日時点）の方の公的年金所得については、その所得からさら

※世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得は軽減を判定する対象となる。

※軽減判定は、当該年度の４月１日（年度途中に東京都で資格を取得した方は資格取得時）

４３万円＋
　（年金または給与所得者の合計数－１）
　　　　　　　　　　　　　×１０万円以下

４３万円＋
（年金または給与所得者の合計数－１）
×１０万円＋２９万円×（被保険者数）以下

４３万円＋
（年金または給与所得者の合計数－１）
×１０万円＋５３．５万円×（被保険者数）以下

軽減後の
均等割額
（年額）

２割

５割

７割

軽減割合総所得金額等の合計額が下記に該当する世帯

３７，１００円

２３，２００円

１３，９００円

2,610

軽減額 336,395,360 53,012,000 24,220,800

被保険者の賦課のもととなる所得金額に応じて、所得割額が軽減される。

賦課のもととなる所得金額 軽減割合

※ 広域連合保険料総括表（令和6年6月2日作成）による。

※ 被用者保険の被扶養者であったものを除く。

令和５年度
軽減人数 1,192

軽減額 4,238,142

－4－



表２－４　令和５年度 保険料納付状況

普通徴収

※電子決済…令和6年1月からモバイルレジ、モバイルレジクレジット、PayB、楽天銀行コンビニ支払サービスに
よる電子決済サービスを開始

(0.0) (0.9)

2,329,657,000 709,926,653 355,123,515 797,300 41,890,033

(50.2) (15.3) (7.7) (0.0) (0.9)

101,681 87,616 19,028 18,216 37 2,009

③ 保険料の徴収方法
　保険料の徴収方法には、特別徴収（公的年金からの引き落とし）と普通徴収（納付書又は口座
振替）がある。

（ア）特別徴収

（イ）普通徴収

特別徴収とならない場合は普通徴収となり、納付書又は口座振替により徴収する。
目黒区における普通徴収の納期は、７月から３月の９期である。

 次の要件に該当する場合、保険料の徴収方法は特別徴収となり、介護保険料が徴収されている公
的年金から、各年金支給月に徴収される。

　ただし、希望により、口座振替による納付に変更することができる。

・ 年額18万円以上の公的年金を受給している。
・ 介護保険料が公的年金から引き落としされている。

・ 介護保険料と後期高齢者医療保険料の合計額が、介護保険料が徴収されている公
   的年金支給額の２分の１以下である。

 なお、保険料は毎年７月に賦課決定されるため、４月・６月・８月は仮徴収額により徴収し、賦
課決定額から仮徴収額を差し引いた金額を、10月・12月・２月に徴収する。

（納付割合％）

金  額

（納付割合％） (44.5)

1,200,345,200

(25.9)

件  数

特別徴収
口座振替

納付書
（コンビニ、

電子決済※以外）

コンビニ 電子決済※ 滞納繰越

(38.3) (8.3) (8.0)

特別徴収

101,681件
44.5%

口座振替

87,616件
38.3%

納付書

19,028件
8.3%

コンビニ

18,216件

電子決済

37件

0.0%

滞納繰越

2,009件
0.9%

保険料納付状況

228,587件

表２－５ 令和５年度 保険料納付状況内訳

－5－



表２－６　令和５年度 保険料調定・収納状況

表２－７　令和５年度 保険料歳入還付の状況

表２－８　令和５年度 保険料歳出還付の状況

98.98%

0 0 (5,132,500)

320 48,495,062 41,202,533 2,968,318 4,787,311 (463,100) 84.01%

④ 保険料の収納状況

（還付未済額） 収納率

19,389 1,168,359,300 1,173,491,800 100.00%

区　　分

特別徴収
保険料

賦課人数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

2,211 25,613,200

件数 金額 件数

116

金額

1,240,20011,484,500

件数金額

普
通
徴
収
保
険
料

現年
度分

滞納
繰越
分

特別徴収義務者返納

17,571 3,420,516,300 3,384,019,968

※ 特別徴収保険料と普通徴収保険料の両方を賦課されている被保険者がいるため、各区分の賦課
　人数を足しても被保険者数とは一致しない。

※ 収入済額には還付未済額を含む。

63,100 39,352,632 (2,919,400) 98.85%

4,637,370,662 4,598,714,301 3,031,418
保険料
合計

44,139,943 (8,515,000)

※ 収納率＝（収入済額－還付未済額）/調定金額

件数

34

金額

728,600

普通徴収 滞納繰越 特別徴収

4 4,600

還付

金額

6,245,900

特別徴収義務者返納

件数 金額

52 582,600

件数

392

還付加算金

件数 金額

451
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表３－１　所得区分表

※住民税非課税世帯の方は、上記にかかわらず1割負担となる

①

②

所得区分
負担
割合

以下のアイの両方に該当する方
ア同じ世帯の被保険者の中に課税所得が28万円以上145万円未
満の方がいる。
イ「年金収入」と「その他の合計所得金額」の合計額が200万
円以上（同一世帯に被保険者が2人以上の場合は合計320万円以
上）

一般Ⅱ ２割

次の場合には申請し認定されると、申請日の翌月１日から現役並み所得（３割負担）の対象外
となる。

被保険者の収入金額が383万円未満。ただし、同一世帯に70歳以上75歳未満のかたがいる場合は、そ
のかたと被保険者の収入額合計が520万円未満

３割

住民税課税所得が690万円以上の被保険者及びその方と同一世
帯の被保険者

現役並み所得Ⅱ
住民税課税所得が380万円以上690万円未満の方及びその方と同
一世帯の被保険者

現役並み所得Ⅰ
住民税課税所得が145万円以上380万円未満の方及びその方と同
一世帯の被保険者

一般Ⅰ

１割

（３）一部負担金の割合

　被保険者が医療給付をうけるときは、所得区分に応じて医療等に要する費用の一部（１割・２割・
３割）を負担する。

判定基準

〇基準収入額適用申請

世帯に被保険者が１人

世帯に被保険者が２人以上

被保険者の収入額合計が520万円未満

現役並み所得Ⅲ

同じ世帯の被保険者全員の住民税課税所得が、いずれも28万円
未満の方又は、一般Ⅱのアに該当するがイには該当しない方

区分Ⅱ

※原則申請が必要だが、区で対象の方が収入判定基準に該当することを確認できる
　場合は、申請不要となる。

住民税非課税世帯であり、区分Ⅰに該当しない方

区分Ⅰ

ア住民税非課税であり、世帯全員の所得が0円の方（公的
年金収入は80万円を控除、給与収入は給与所得控除後
  さらに10万円を控除し計算）。
イ住民税非課税世帯であり、老齢福祉年金を受給してい
  る方
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※  各年度とも３月３１日現在の数値

※  小数点第２位以下は四捨五入のため合計数が100％にならない場合がある

4

(23.5%) (6.2%) (4.6%) (12.7%) (76.5%) (43.7%)

22,338 12,750

表３－３　令和５年度　所得区分ごとの被保険者数の割合

(23.5%)

1,301 3,699

(76.5%)

12,730

(43.7%) (17.2%)

5,009 4,552

(15.6%)
元 29,132

6,841

２ 29,196
6,858 1,801 1,336 3,721 5,098 4,490

(17.4%)

３割負担

現役Ⅲ 現役Ⅱ 現役Ⅰ

１割負担

一般 区分Ⅱ 区分Ⅰ

(15.4%)

３ 29,661
6,984 1,808 1,318 3,858 22,677 12,874 5,357 4,446

(23.5%) (6.1%) (4.4%) (13.0%) (76.5%) (43.4%)

表３－２　所得区分ごとの被保険者数

(6.3%)

1,841

(4.5%) (12.7%)

22,291

2割負担

一般Ⅱ
年度 全被保険者数

30,675
7,359 2,051 1,397 3,911 16,250 6,048 5,645 4,557

(24.0%) (6.7%) (4.6%) (12.7%) (53.0%) (19.7%) (18.4%) (14.9%)

5 31,468
7,391

(23.5%)

2,025

(6.4%)

1,367

(4.3%)

3,999

(12.7%)

7,059

(22.4%)

17,018

(54.1%)

6,427 5,959 4,632

(20.4%) (18.9%) (14.7%)

7,066

(23.0%)

(18.1%) (15.0%)

１割負担

現役Ⅲ 6.４%

現役Ⅱ 4.３%

現役Ⅰ 12.7%

一般Ⅱ 22.4%

一般Ⅰ 20.4％

区分Ⅱ 18.9％

区分Ⅰ 14.7％
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表４－１

　世帯全員が住民税非課税の場合は、申請により「限度額適用・標準負担額減額認定証」が交
付され、医療機関の窓口に提示すると、保険適用の医療費の自己負担額の区分Ⅰ・Ⅱが適用さ
れ、入院時の食費が減額される。
　なお、マイナ保険証を利用することで、各認定証の交付申請や提示をしなくても限度額を超
える支払いは免除される。

２１０円
（長期入院該当で

160円※２）

４６０円
※１　※５

居住費
（１日につき）

食費（１食につき）

  現役並み所得・一般

入院医療の必要
性が低い方※３

入院医療の必要
性が高い方※４

元

４６０円
※１　※５

※3　入院医療の必要性が高い方以外が該当する。

３７０円

　　０円１００円

※2　区分Ⅱの減額認定を受けていた期間の入院日数が、過去１２か月で９０日を超える場合は、
住んでいる区市町村の担当窓口に入院日数のわかる医療機関の請求書・領収書などを添えて申請する
（他の健康保険加入期間も区分Ⅱ相当の認定を受けていた期間中の入院日数は通算できる）。
すでに持っている減額認定証に長期入院該当年月日が記載されている方は、改めての申請は不要。
なお、長期入院該当日は申請日の翌月１日となり、申請日から月末までは差額支給の対象となる。

43

１００円

5

表４－３　「限度額適用・標準負担額減額認定証」交付件数

【自己負担割合が１割の方】

※1　①指定難病患者の方は1食につき260円に据え置かれる。②精神病床へ平成27年４月１日以前から
継続して入院した患者の方は、１食につき260円に、当分の間、据え置かれる。

2

新規申請 1,307

6,0785,722

1,265

6,610一斉更新

1,065

4,998

1,0811,001

5,406

（４）医療給付

　区分Ⅰ　老齢福祉年金受給者以外

表４－２

　区分Ⅱ

　区分Ⅰ　老齢福祉年金受給者

① 限度額適用・標準負担額減額認定証の交付

１００円

 （イ）療養病床への入院時の食費（１食につき）・居住費（１日につき）

　被保険者は、被保険者証を提示し、所得区分（Ｐ７　表３－１参照）に応じた一部負担金等を
支払うことにより、保険医療機関等で診療等を受けることができる。

区分Ⅱ

現役並み所得・一般

 （ア）一般病床への入院時の食費（１食につき）

食費の標準負担額（１食につき）

２１０円

１６０円

過去１２か月の入院日数が
９０日以内

過去１２か月の入院日数が
９０日超（長期入院該当※２）

所得区分

２１０円

１３０円

１００円

生活療養標準負担額

所得区分

４６０円※1

区分Ⅰ

※ 区分Ⅱ・Ⅰの金額は、認定を受けた方が、限度額適用・標準負担額減額認定証を提示した場合に適用。

年度

※4　人工呼吸器、静脈栄養が必要な方などが該当する。

※5　保険医療機関の施設基準などにより420円の場合もある。
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表４－５　特定疾病療養受療証交付件数

表４－６　医療費の払い戻しが受けられる場合

表４－４　「限度額適用認定証」交付件数

416

【自己負担割合が３割の方】

400

② 限度額適用認定証の交付
　平成30年８月から、同じ世帯の後期高齢者医療被保険者全員の住民税課税所得がいずれも６
９０万円未満の場合は、申請により「限度額適用認定証」が交付され、医療機関の窓口に提示
することにより保険適用の医療費の自己負担限度額が適用される。

2,763

53

442369

5

④ 医療費の払い戻しが受けられる場合

年度 元 2

2,952 2,892 2,837

年度 元 2 3 4

39 48 46

③ 特定疾病療養受療証の交付

5

限度額適用・標準負担額減額認定証の適用により生じた、入院時の食事
代差額の支給。

《特定疾病》

・先天性血液凝固因子障害の一部（血友病）

・人工透析が必要な慢性腎不全

・血液凝固因子製剤の投与に起因する（血液製剤による）ＨＩＶ感染症

新規申請 342

海外診療費
海外で診療を受けたとき。
※日本の保険の適用範囲内に限る。

交付件数 39

　次の場合は、かかった医療費を全額本人が支払い、後日申請を行うことにより、一部負担金
以外の部分について払い戻しを受けることができる。

一斉更新 3,073

　高度の治療を長期間継続して受ける必要がある被保険者は、区へ申請し、広域連合で認定さ
れると「特定疾病療養受療証」の交付を受けることができる。この受療証を医療機関の窓口に
提示することで、自己負担限度額は一つの医療機関につき月額１万円になる。

食事代差額申請

43

療
養
費

あんま・マッサージ・指
圧・はり・きゅう師による
施術

医師が必要と認めた、あんま・はり・きゅう・マッサー
ジなどを受けたとき。

柔道整復師の施術
骨折・脱臼などで、柔道整復師の施術を受けたとき。※
保険の適用範囲内に限る。

治療用装具（補装具）
生血代

医師が必要と認めた、ギプス・コルセットなどの治療用
装具（補装具）を購入したとき。
輸血の生血代。

支給の要件

一般診療費
やむを得ず保険証を提示できずに診療を受けたり、保険診療を扱っていない医
療機関で診療を受けたりしたとき。
※やむを得ない事情があったと広域連合が認めた場合に限る。
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表４－７　高額療養費の自己負担限度額

24,600円

15,000円
 8,000円

57,600円
〈44,400円※３〉

　　　区分Ⅰ・・ア　住民税非課税世帯であり、世帯全員の所得が０円の方（公的年金収入は８０万円を

　　　　　　　　　控除、給与収入は給与所得控除後さらに１０万円を控除し計算）。

　　　　　　　　イ　住民税非課税世帯であり、老齢福祉年金を受給している方。

※２　計算期間1年間（毎年8月1日～翌年7月31日）のうち、基準日時点（計算期間の末日）で自己負担
　　割合が１割又は２割の方の外来（個人ごと）の自己負担額（月間の高額療養費が支給されている
　　場合は支給後の金額）の合計が、144,000円を超えた場合、その超える額を高額療養費（外来年間
　　合算）として支給する。

所得区分
自己
負担
割合

自己負担限度額（月額）

  現役並み所得Ⅲ
（課税所得690万円以上）

３割

252,600円＋（10割分の医療費-842,000円）×1％
〈140,100円※３〉

  現役並み所得Ⅱ
（課税所得380万円以上）

167,400円＋（10割分の医療費-558,000円）×1％
〈93,000円※３〉

  現役並み所得Ⅰ
（課税所得145万円以上）

80,100円＋（10割分の医療費-267,000円）×1％
〈44,400円※３〉

入院＋外来(世帯ごと)外来（個人ごと）

※３　診療月を含めた直近12か月間に高額療養費の支給が３回あった場合の４回目以降から適用になる限
　　度額（多数回該当）。ただし、「外来（個人ごと）の限度額」による支給は、多数回該当の回数に含
　　まれない。なお、現役並み所得の被保険者は、個人の外来のみで「外来＋入院（世帯ごと）」の限度
　　額に該当した場合も多数回該当回数に含む。この多数回該当の回数には、それまで加入していた医療
　　保険（他都道府県の後期高齢者医療制度、国保、健康保険、共済）で該当していた回数は含まない。

一般Ⅰ

１割
住民税

非課税等※１

区分Ⅱ

区分Ⅰ

一般Ⅱ ２割

※１　区分Ⅱ・・住民税非課税世帯であり、区分Ⅰに該当しない方

6,000円＋（10割分の医療費－
 30,000円）×10％又は18,000円の
いずれか低い方〈144,000円※２〉

57,600円
〈44,400円※３〉

18,000円
〈144,000円※２〉

※検査目的の移送、本人希望・家族の都合によるもの、自宅から日常的通院のための移送、退院時の移送など
  緊急性が認められない場合は対象とならない。

⑥ 訪問看護療養費
　医師の指示により訪問看護ステーションなどを利用した場合の費用を支給する。

⑤ 移送費
　傷病により移動困難な患者が、緊急的にやむを得ず、医師の指示により転院する場合などの
移送にかかった費用を支給する。

⑦ 保険外併用療養費

　同一月の医療費の自己負担が一定の金額（自己負担限度額）を超えたときは、超えた部分が
高額療養費として支給される。

　高度先進医療を受けたときなどは、一般診療と共通する部分について保険を適用し支給する。

⑧ 高額療養費
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表４－８　高額介護合算療養費の自己負担限度額

⑨ 高額介護合算療養費

　世帯での１年間（毎年８月１日～翌年７月３１日）の後期高齢者医療の一部負担金の金額と
介護保険の利用者負担額の合算額が、世帯の自己負担限度額を超えるときは、その超えた額が
それぞれの制度から支給される。

一般

区分Ⅱ

区分Ⅰ

  現役並み所得Ⅰ（課税所得145万円以上）

後期高齢者医療制度＋介護保険
自己負担限度額（世帯）

２１２万円

５６万円

３１万円

１９万円

所得区分

  現役並み所得Ⅲ（課税所得690万円以上）

  現役並み所得Ⅱ（課税所得380万円以上） １４１万円

６７万円

－12－



表５－１ 年度別健康診査

〔基本健診（広域連合指定）の検査項目〕

問診、身体計測（身長・体重・ＢＭＩ・腹囲）、理学的検査、血圧測定

生化学的検査 （中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール、γ-ＧＴＰ、空腹時

〔上乗せ健診（区独自）の検査項目〕

生化学的検査（尿酸値、アルブミン等）、尿潜血検査、心電図、胸部Ｘ線撮影、眼圧検査（医師の

判断に基づき選択的に実施する検査項目）、総コレステロール

表５－２ 年度別歯科健康診査

①健康状態が不明な高齢者の状態把握・必要なサービスへの接続（ハイリスクアプローチ）

②通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプローチ）

（５）健康診査事業

（６）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に係る事業

　東京都では、各区市町村が広域連合から委託を受け、健康診査を実施している。

2.91

0.54

(3.56)

14,670

14,548

2.83

　高齢者の医療の確保に関する法律において、広域連合は、健康教育、健康相談、健康診査等の被保険

者の健康保持増進事業を行うよう努めなければならないと規定されている。

5

受診率(%)

51.13

48.79

48.61

0.84

前年度比(%)前年度比(%) 受診者数年 度

29,0813

28,457

受診券発送件数

3.26

29,740 2.27

47.97

14,549

48.92

血糖等）、尿検査（尿糖、尿蛋白）

5 30,582

411 -3,085 - 13.32

参加者
99名
46名

直近２年間で、医療機関、特定健康診査を未受診かつ介護保険サービスを未利用
の後期高齢者（296人）

「目黒区後期高齢者の質問票」を送付し、返送された回答から健康状態・生活状
況のリスクを確認した。リスクの高い方、回答のなかった方には、直接訪問等に
より状況を確認し、必要に応じて関係所管への接続を行った。

開催場所 回数
通いの場（各グループの活動場所）

生活拠点の場（イオンスタイル碑文谷）
７回
１回

内　容

対象者

　目黒区では、個別健診方式により、受診者の自己負担なしで、健診項目も国民健康保険と同内容で実

施した。令和５年度から７６歳の被保険者を対象に歯科健康診査を実施した。

受診者数 前年度比(%)年 度 受診券発送件数 前年度比(%) 受診率(%)

4

元

2

0.75

14,0311.05

14,136

28,756

1.13

令和元年５月に「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正す

る法律」が公布され、広域連合は市区町村と連携の下、令和６年度までに「高齢者の保健事業と介

護予防の一体的な実施」に取り組んでいくこととなった。

目黒区では、令和５年度から広域連合から委託を受け、医療専門職（保健師）を配置し、高齢者

に対する支援事業を実施した。

高齢者の通いの場等において、フレイル予防の普及啓発活動や運動・栄養・口腔等のフレイル予

防の健康教育・健康相談を実施した。また、「目黒区後期高齢者の質問票」を活用し、フレイル

状態にある高齢者を把握し、状態に応じた保健指導や生活機能向上に向けた支援を行った。
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表６ 年度別葬祭費の支給状況

表７ 令和５年度めぐろ区報掲載の状況

　区公式ウェブサイト内の「くらし・手続きメニュー」を通じ、後期高齢者医療制度の案内
やお知らせを発信している。

1
後期高齢者医療制度の被保険者証の
更新と保険料通知の送付

７月１日号
負担割合が変更になる被保険者に対して
保険証を発送及び保険料の決定通知を発
送する案内

6
６年度の後期高齢者医療保険料率変
更

３月15日号
令和６・７年度保険料率変更についての
案内

4
後期高齢者医療保険料収納状況通知
書と医療費等通知書をお送りします

１月15日号

5 後期高齢者医療制度の給付制度 ２月１日号

　後期高齢者医療制度の円滑な実施のため、めぐろ区報、区公式ウェブサイトへの記事掲載により
広報活動を行い、被保険者への周知を図っている。

① めぐろ区報による周知

記事名 掲載日 記事の内容

 （７） 葬祭費

　葬祭を行った方（喪主等）に対し、申請により、葬祭費として広域連合から５万円、葬祭給付金
として目黒区から２万円（計７万円）を支給する。

（注）後期高齢者医療制度以前の老人保健医療制度において、各区市町村ごとに支給金額が異なっ
ていた。このため各区市町村の状況に合わせ、葬祭給付金を上乗せして支給している。

年 度 件    数 支  給  額 前年度比(%)

元 1,427 99,890,000 1.42
2 1,504 105,280,000 5.40
3 1,599 111,930,000 6.32
4 1,731 121,170,000 8.26

② 区公式ウェブサイトによる周知

5 1,642 114,940,000 -5.14

高額介護合算療養費、療養費、移送費、
葬祭費、高額療養費の支給についての案
内

2 高齢者医療４年度事業のあらまし 11月１日号 被保険者数、歳入・歳出決算額等

後期高齢者医療保険料収納状況通知書と
医療費等通知書の送付の案内

3
後期高齢者医療保険料の納付方法
を拡大

12月15日号

スマートフォンを利用したモバイルレ
ジ・PayB・楽天銀行コンビニ支払サービ
ス・モバイルレジクレジット納付ができ
るようになった案内

（８）広報活動
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表８－１　令和５年度後期高齢者医療特別会計歳入決算

後期高齢者医療保険料

特別徴収保険料

使用料及び手数料

繰　入　金

療養給付費繰入金

保険基盤安定繰入金

事務費繰入金

保険料軽減措置繰入金

保健事業費繰入金

葬祭費繰入金

その他繰入金

繰　越　金

諸　収　入

延滞金加算金及び過料

償還金及び還付加算金

預金利子

受託事業収入

雑　入

国庫支出金

合　　　計

※保険料の収入済額には、還付未済額が含まれている。 ※収入率（％）＝収入済額／予算額

表８－２　令和５年度後期高齢者医療特別会計　歳入決算額の状況

99.127,709,007,000 7,679,512,064 7,640,855,703 3,031,418 44,139,943 (8,515,000)

199.12

0 0 0 0 0 0 0.00

4,277,000 8,516,461 8,516,461 0 0 0

50.00

188,522,000 180,684,364 180,684,364 0 0 0 95.84

2,000 1,000 1,000 0 0 0

0.00

5,084,000 3,419,800 3,419,800 0 0 0 67.27

2,000 0 0 0 0 0

100.00

197,887,000 192,621,625 192,621,625 0 0 0 97.34

84,953,000 84,953,695 84,953,695 0 0 0

94.69

15,000,000 10,310,059 10,310,059 0 0 0 68.73

33,340,000 31,568,439 31,568,439 0 0 0

99.28

6,846,000 4,936,320 4,936,320 0 0 0 72.11

181,688,000 180,372,935 180,372,935 0 0 0

100.00

203,844,000 197,056,703 197,056,703 0 0 0 96.67

407,120,000 407,118,224 407,118,224 0 0 0

99.41

1,933,204,000 1,933,203,402 1,933,203,402 0 0 0 100.00

2,781,042,000 2,764,566,082 2,764,566,082 0 0 0

1,173,491,800 0 (5,132,500)

(463,100) 97.96

9,000 0 0 0 0 0 0.00

4,645,116,000 4,637,370,662 4,598,714,301 3,031,418 44,139,943 (8,515,000) 99.00

普通徴収保険料 滞納繰越分 42,059,000 48,495,062 41,202,533 2,968,318 4,787,311

84.98

普通徴収保険料 現年度分 3,222,139,000 3,420,516,300 3,384,019,968 63,100 39,352,632 (2,919,400) 105.02

1,380,918,000 1,168,359,300

２　令和５年度後期高齢者医療特別会計の決算状況

　令和５年度の後期高齢者医療特別会計決算は、歳入歳出とも予算額7,709,007,000円で、前年に比べて
304,821,000円、4.1％の増加となっている。

（１） 歳入

　歳入決算額7,640,855,703円の収入率は99.12％、前年度に比べ3.0ポイント増で、不納欠損額3,031,418
円、収入未済額44,139,943円となっている。

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 （還付未済額） 収入率(%)

後期高齢者医療

保険料 60.9%

繰入金

36.1%

繰越金

0.1%

諸収入

2.9%

国庫支出金

0％

後期高齢者医療

保険料 60.2%

繰入金

36.2%

繰越金

1.1%

諸収入

2.5%

国庫支出金

0％
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表８－３　令和５年度後期高齢者医療特別会計歳出決算

総　務　費

総務管理費

徴　収　費

保険給付費（葬祭費）

広域連合納付金

療養給付費負担金

保険料等負担金

保険基盤安定負担金

事務費負担金

保険料軽減措置負担金

保健事業費

健康診査費

保健事業費

諸支出金　

予　備　費

合　　　計

表８－４　令和５年度後期高齢者医療特別会計　歳出決算額の状況

※  小数点第2位以下は四捨五入のため合計数が100％にならない場合がある

表８－５　後期高齢者医療特別会計決算額の推移

5 7,709,007,000 4.12 7,640,855,703 99.12 7,559,524,502 98.06 

98.45 

4 7,404,186,000 10.06 7,420,486,642 100.22 7,335,532,947 99.07 

3 6,727,116,000 -2.36 6,677,189,117 99.26 6,623,117,272

99.49 

2 6,889,832,000 2.87 6,866,084,309 99.66 6,862,084,309 99.60 

元 6,697,902,000 0.97 6,725,327,681 100.41 6,663,697,861

年度 予 算 額 前年度比(%) 歳 入 額 収入率(%) 歳 出 額 執行率(%)

15,000,000 0 0.00 15,000,000

7,709,007,000 7,559,524,502 98.06 149,482,498

550,000 305,866 55.61 244,134

9,280,000 7,069,700 76.18 2,210,300

106,064,000 100,618,896 94.87 5,445,104

105,514,000 100,313,030 95.07 5,200,970

89,916,000 89,915,931 100.00 69

181,688,000 180,372,935 99.28 1,315,065

4,725,874,000 4,608,870,012 97.52 117,003,988

407,120,000 407,118,224 100.00 1,776

7,337,802,000 7,219,480,504 98.39 118,321,496

1,933,204,000 1,933,203,402 100.00 598

16,210,000 14,571,091 89.89 1,638,909

116,690,000 114,940,000 98.50 1,750,000

124,171,000 117,415,402 94.56 6,755,598

107,961,000 102,844,311 95.26 5,116,689

（２） 歳出

　歳出決算額7,559,524,502円の執行率は98.06％で、前年度に比べ3.1ポイントの増、不用額149,482,498
円となっている。

予算現額 執行済額 執行率(%) 不用額

総務費

1.6% 保険給付費

（葬祭費）1.7%

広域連合納付金

94.2% 

保健事業費

1.5% 

諸支出金

1.0% 

予備費

0% 総務費

1.55% 保険給付費

（葬祭費）1.52%

広域連合納付金

95.5% 

保健事業費

1.33% 

諸支出金

0.09% 

予備費

0% 
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１後期高齢者医療保険料の納付
　相談に関すること
２後期高齢者医療保険料の徴収
　及び滞納処分に関すること

滞
納
対
策
課

徴収第一～四係

事業管理係

１後期高齢者医療保険料の徴収
  に関すること
２後期高齢者医療に係る申請・
  届出の受付に関すること
３後期高齢者医療の被保険者証
  及び資格証明書の引渡し及び
  返還の受付に関すること
４後期高齢者の葬祭費に関する
  こと

１後期高齢者医療保険料の収納
  に関すること
２後期高齢者医療関係各種届出
  書の受付に関すること
３後期高齢者に係る葬祭費支給
  申請の受付に関すること
４後期高齢者医療被保険者証の
  再交付申請の受付に関するこ
  と

給付係

収納係

高齢医療保険料係

住民係

資格係

情報システム係

総務係

人事係

企画調整課

保　険　財　政
担　当　係　長

３　組織体制及び事務分掌   令和６年４月１日現在

国民年金係

１後期高齢者医療の保険料業務
  の総括に関すること

〔事務分掌〕

管理係

資格賦課係

特定保健指導係

後期高齢者医療係

広
域
連
合
長

副
広
域
連
合
長 会計室

選挙管理委員会

監査委員

総
務
部

保
険
部

総
務
課

企画調整係

管理係

保健事業・医療費
適　正　化　係

給
付
管

理
課

管
理
課

債権管理係

給付係

議　　会保険料係
資
格

保
険
料
課

区
長

副
区
長

区
民
生
活
部

国
保
年
金
課

地
区
サ
ー
ビ
ス

事
務
所

目 黒 区

東京都後期高齢者医療広域連合
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年 月 事項

老人医療費支給制度の実施

老人福祉法の改正により、70歳以上（寝たきり等の場合は65歳以上）の高齢者の医療費
無料化を実施

老人保健法施行

　一部負担金導入　外来月400円、入院1日300円〔２ヵ月限度〕

老人保健法の一部を改正する法律施行

　一部負担金　外来月800円、入院１日400円〔低所得者1日300円２ヵ月限度〕

昭和63年 １月 老人保健施設療養費制度の実施

老人保健法の一部を改正する法律施行

　一部負担金　外来月900円、入院１日600円〔低所得者1日300円２ヵ月限度〕

４月 老人訪問看護療養費制度の実施

一部負担金額の改定

　一部負担金　外来月1,000円、入院１日700円〔低所得者１日300円２ヵ月限度〕

健康保険法等の一部を改正する法律施行

　入院時食事療養費標準負担額600円

〔ただし、低所得者450円、長期入院300円、老齢福祉年金受給者200円〕

一部負担金額を消費者物価の変動率に応じて改訂するスライド制による改定

　一部負担金　外来月1,010円、入院1日700円〔低所得者1日300円２ヵ月限度〕

居住地特例の創設

一部負担金額を消費者物価の変動率に応じて改訂するスライド制による改定

　一部負担金　外来月1,020円、入院1日710円〔低所得者１日300円２ヵ月限度〕

入院時食事療養費標準負担額の改定（入院時食事療養費標準負担額760円）

　〔ただし、低所得者650円、長期入院500円、老齢福祉年金受給者300円〕

健康保険法等の一部を改正する法律施行

　一部負担金　外来1日500円、入院1日1,000円〔低所得者1日500円〕

　外来薬剤一部負担金の創設、訪問指導対象の拡大

平成10年 ４月 一部負担金額の改定　外来1日500円、入院１日1,100円〔低所得者１日500円〕

４月 一部負担金額の改定　外来1日530円、入院１日1,200円〔低所得者１日500円〕

７月 薬剤一部負担軽減特例措置の開始（老人医療受給者に対する薬剤一部負担金免除）

健康保険法等の一部を改正する法律施行

老人保健施設療養費の廃止、介護保険制度の創設（老人医療の一部介護保険への移
行）

健康保険法等の一部を改正する法律施行

　外来・入院ともに定率一割負担（診療所は定額制を選択可。上限額あり）

　入院時食事療養費標準負担額の改定（780円、低所得者等の減額は従来どおり）

　高額医療費支給制度の創設

昭和62年 １月

平成４年

平成11年

１月

平成５年 ４月

平成６年 10月

平成７年 ４月

平成８年

４月

４　高齢者医療制度のあゆみ

昭和48年 １月

昭和58年 ２月

10月

平成９年 ９月

平成12年 ４月

平成13年 １月
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年 月 事項

老人外来一部負担金の改定等

　定額負担　外来850円（月4回まで）、定率負担　定率制の病院に係る月額上限額

の改定、診療所又は200床未満の病院は3,200円（柔道整復の施術所における一部負担

金相当額の限度額についても、同様に3,200円に改定）、200床以上の病院は5,300円

に改定

入院　一般：定率１割負担

　　　月額上限　37,200円

　対象年齢を75歳に引上げ（昭和７年９月以前生まれの者は引き続き対象）

医療等に要する費用の公費負担割合引上げ

一部負担金の完全定率制実施（一般：1割、現役並み所得者：2割、外来の定額制廃
止）、自己負担限度額の見直し（外来の上限廃止）

入院　一般：定率１割負担　月額上限40,200円

　　　現役並み所得者：定率２割負担　月額上限72,300円

　　　（医療費が361,500円を超えた場合は、超えた分の１％を加算）

平成15年 ９月 国が「老人医療費の伸びを適正化するための指針」策定

10月 医療制度構造改革試案（厚生労働省）

12月 医療制度改革大綱（政府・与党医療改革協議会）

入院時食事療養費標準負担額の改定

一日単位から一食単位に変更

（一般780円/日→260円/食、低所得者：区分Ⅰ650円/日→210円/食 ほか）

健康保険法等の一部を改正する法律公布(平成18年法律第83号)

20年4月から「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に全面改正が決
定（後期高齢者医療制度の創設）

現役並み所得者の一部負担金の改定（２割から３割負担に改定）

入院　一般：定率1割負担　月上限44,400円

　　　現役並み所得者：定率３割負担　月額上限80,100円

　　　（医療費が267,000円を超えた場合は、超えた分の１％を加算）

入院時生活療養費の導入

平成19年 ３月 東京都後期高齢者医療広域連合の設立

４月 高齢者の医療の確保に関する法律の施行　※後期高齢者医療制度スタート

４月 保険料のさらなる軽減（20年度の特例処置）

～ 特別徴収から口座振替への切り替えの選択制を導入

一部負担金の割合の判定方法見直し（21年1月から適用）

高額療養費の自己負担限度額の特例措置（21年1月から適用）

平成21年 ４月 保険料軽減特例措置の継続

４月 保険料軽減特例措置の継続

12月 高齢者のための新たな医療制度等について（高齢者医療制度改革会議）

平成23年 ４月 保険料軽減特例措置の継続

２月 社会保障・税一体改革大綱（閣議決定）

４月 保険料軽減特例措置の継続

８月 社会保障制度改革推進法の施行

10月

平成20年

平成17年

４月

平成14年

10月

平成24年

平成18年

４月

６月

平成22年
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年 月 事項

４月 保険料軽減特例措置の継続

８月 社会保障制度改革国民会議報告書（社会保障制度改革国民会議）

12月 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律の施行

平成26年 ４月 保険料軽減特例措置の継続（均等割額軽減対象者の拡大）

４月 保険料軽減特例措置の継続（均等割額軽減対象者の拡大）

５月 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法の一部を改正する法律の施行

平成28年 ４月 保険料軽減特例措置の継続（均等割額軽減対象者の拡大）

４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する所得割額の軽減及び元
被扶養者の均等割額の軽減の見直し及び均等割額軽減対象者の拡大）

８月 高額療養費制度の見直し（高額療養費の算定基準額の見直し）

４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する所得割額の軽減及び元
被扶養者の均等割額の軽減の見直し及び均等割額軽減対象者の拡大）

８月
高額療養費制度の見直し（高額療養費の算定基準額の見直し、「現役並み所得」が「現
役並み所得Ⅰ～Ⅲ」に細分化）

平成31年 ４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する均等割額の軽減特例及
び元被扶養者の均等割額の軽減の見直し、均等割額軽減対象者の拡大）

４月
保険料軽減特例措置の一部見直しによる継続（低所得者に対する均等割額軽減特例の見
直し）

６月
新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金を新設（令和２年１
月１日から適用）

７月

新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負っ
た世帯の方の令和元年度分（２～３月期）及び令和２年度分の保険料の免除、新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入の減少が見込まれる世帯の方
で一定の要件を満たす方については、保険料を減免

４月 税制改正に伴い、均等割額の軽減判定所得基準の見直し

６月
「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」
公布（一部負担金の割合に２割負担を導入）

７月

新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負っ
た世帯の方の令和３年度分及び令和３年４月１日以降に納期限がある令和２年度分の保
険料の免除、新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入の減少
が見込まれる世帯の方で一定の要件を満たす方については、保険料を減免

７月

新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡し、又は重篤な傷病を負っ
た世帯の方の令和４年度分及び令和４年４月１日以降に納期限がある令和３年度分の保
険料の免除、新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の収入の減少
が見込まれる世帯の方で一定の要件を満たす方については、保険料を減免

10月
・一部負担金の割合に令和４年10月１日から２割負担を導入
・２割負担対象者の外来診療分について、配慮措置を導入

４月
東日本大震災で被災された被保険者について、一部負担金及び保険料の特例軽減措置
の、段階的見直しを開始
５月３１日をもって、新型コロナウイルス感染症の影響による保険料減免の申請は終了
（対象保険料は令和４年度まで）
新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の傷病手当金について、適用期間を令和
５年５月７日で終了
「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正
する法律」成立（出産育児一時金の負担、高齢者負担率の見直し）

６月
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を
改正する法律」が公布され、令和６年12月２日をもって被保険者証は廃止

令和５年 ５月

令和３年

令和４年

平成25年

平成27年

平成29年

平成30年

令和２年
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